
別紙様式２号

整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化・輸出拡大に向けた広域集荷環境の整備を目的とする取組用

（青森県　令和６年度）
メ

ニュー
①

事業内容 事業費
備考

（円）

（工種、施
設区分、構
造、規格、
能力等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

輸出向け出
荷量の増加
割合を25％
以上増加

輸出量
500t

（玄米）

輸出量
580ｔ

（玄米）

輸出量
415ｔ
(玄米)

輸出量
600ｔ
(玄米)

輸出量
929t

（玄米755t
白米174t)

輸出量
567t

（玄米360t
白米207t)

輸出量
573t

(玄米357t
白米216ｔ）

輸出量
693t

(玄米452t
白米241t)

輸出量625t
(玄米436t
白米189t)

154.4%

HACCP等認定
（民間認証
を含む。）
を取得す
る。

取得してい
ない。

取得してい
ない。

取得してい
ない。

取得してい
ない。

取得してい
ない。

令和4年9月
28日取得

令和5年9月
28日更新

令和6年9月
28日更新

取得する。
-

達成

施設整備に
より輸出国
を追加す
る。（玄

米、白米）

1カ国（玄
米）

[香港]

2カ国（玄
米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米、白米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米、白米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米、白米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米、白米）

[香港、オー
ストラリア]

2カ国（玄
米、白米）

達成

輸出国開催
の商談会等
に参加す

る。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加してい
ない。

参加 参加する。 達成

100.0%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　　 　２　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　３　「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　４　「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　５　「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

施設の整備や商
談への参加等の
取組を通じ、成
果目標を達成す
ることができ
た。
引き続き商談等
への参加を通
じ、輸出向け出
荷量を増やせる
よう啓発すると
ともに、情報提
供等の支援を行
う。

五所川
原市

ごしょ
つがる
農業協
同組合

土地利
用型作
物
(稲）

令和2年
3月24日

・本事業で精米
施設を整備した
ことで、
令和６年産の輸
出量は693tと
なった。
・出荷形態別で
は、白米は真空
包装で鮮度低下
の少ないため
ニーズが高く、
241tとなり、玄
米も452tとなっ
て目標達成でき
た。
安全な農産物の
供給体制構築の
ため、R4.9.28
からHACCPを継
続して取得して
いる。
・安定した品質
の白米輸出と国
内の販売業者か
らの要望に対応
可能となり、輸
出先は２か国と
なった。
・コロナウイル
スの拡大の影響
で、対面での販
売交渉の機会が
減少したが、電
話での密なコ
ミュニケ―ショ
ンを継続し続け
たほか、現地バ
イヤーと対面交
渉を行ったこと
で商談が順調に
進み、輸出量を
増加できた。

総輸出量は
令和6年4月
～令和7年3
月までの5年
産米及び6年
産米の出荷
実績で693t
であり、達
成率154.4 %
となった。

農産物処理
加工施設
（精米施
設）

建屋1棟
1398.08㎡
荷受施設
選別施設
精米設備
搬送施設
計量施設
出荷施設
包装施設
貯蔵施設
残さ等処理
施設

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町村
名

事業実
施主体

名

成果目標の
具体的な内

容①

事業実施後の状況①

成果目標の
具体的な実

績①目標値（令
和５年） 達成率

６年後（令
和５年）

７年後（令
和６年）

３年後（令
和２年）

４年後（令
和３年）

都道府県
平均達成率

評価対象となった１地区は目標を達成しており、総出荷量に占める輸出向け出荷量及び輸出向け出荷量の増加割合が高い水準となっていることから、今後も安定的な取引が行われるよう支援していく。

都道府県の評価

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時（平
成29年）

１年後（平
成30年）

２年後（令
和元年）

５年後（令
和４年）

負担区分（円）
完了年月日 事業実施主体の

評価

624,996,000 225,000,000 0 0 399,996,000


